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（注１）この基本方針は、平成 26 年 4 月 22 日付けで総務省から策定要請のあった「公共

施設等総合管理計画」として位置づけるものである。 

（注２）出典の表示のないグラフ・表については、大阪府公有財産台帳データ（平成２７

年３月末現在）を使用している。（なお、府営住宅については、平成 27 年 8 月 1 日

に移管済のものについて除いている。） 

 


